多世代交流館になニ～ナ　会則
第１条
　本団体は、『多世代交流館になニ～ナ』と称する。
第２条
　本団体の事務所は新潟県長岡市に置く。
第３条
　本団体は、中越大震災後の仮設住宅での交流などから生まれた子育て世代、高齢者など、多様な世代が交流する場を地域内に定着させることを通じて、より多くの市民がつながることで安心な地域づくりを目指すことを目的とし、その目的の為、高齢者、子育て世代に留まらず、障がい者、外国人、若者など、多世代、多文化な背景を持つ方々とがつながる交流事業を行う。また、環境に配慮した形での運営を目指しながら、次世代を育む場として各事業を行う。
第４条
　第３条の目的を遂行するため、次の事業を行なう。
（１）多世代交流事業

（２）市民活動団体等交流事業
（３）コミュニティビジネス応援事業
（４）研修視察受入事業
（５）その他、第３条の目的を達成するために必要な事業を随時行う。

第５条
　本団体を運営する為、理事会を置く。
第６条 
１．理事会は代表、理事、顧問、監事、事務局長によって構成される。その増減は理事会の決定に基づき、代表がこれを遂行する。
２．理事会の円滑な進行のため、理事会構成員（理事）の互選により議長を置く。

第７条
　代表は会務を総理し、本団体の運営に指導権をもつ。
第８条
　理事会は代表を補佐し、理事会の決定に基づき、会務を遂行する。
第９条
　監事は会計を始めとする本団体業務が会則、及び、社会通念に照らして適正に運用されているかを監督する。
第１０条　事務局、その他の役職の選任については、理事会の決定に基づき、代表がこれを任命する。
第１１条　理事会は代表がこれを招集する。

第１２条　正会員は本会の理念に共感し、理事会にて別に定める方法により入会を届けた者とする。
第１３条　本団体の活動で会則制定されていない細部の事項については、社会通念上相当とされる範囲で判断し行なうものとする。尚、社会通念上相当とされる範囲の判断については、理事会の議決に基づき、代表がこれを判断する。
第１４条　第１３条の会則に照らし、社会通念上相当とみなされない行動をとった者は本団体への参加停止、又は除名処分とする事が出来る。その判断は理事会の過半数により決定する。
第１５条　この団体が会則を変更しようとするときは、理事会に出席した理事の４分の３以上の多数による議決を経なければならない。
第１６条　本団体の役員解任については、理事会で審議し、その過半数を以って決する。尚、役員の交代は、前任者の辞任、解任の後に行なうものとする。
第１７条　本会則は、平成１９年７月１３日を以って施行する。
附則

　　平成２０年２月８日より、第４条を以下のとおり改正する。

第4条 第３条の目的を遂行するため、次の事業を行なう。

（1） 土の事業（居場所作り）

（2） 水の事業（研修等、育成事業）

（3） 種の事業（きっかけ作り）

（4） 実りの事業（形となる成果）

（5） 葉の事業（研修視察受入れPRなど）

（6） その他、第３条の目的を達成するために必要な事業を随時行なう。
　　平成２１年２月２２日より第４条を以下のとおり改正する。

第４条　第３条の目的を遂行するため、次の事業を行なう。

（１）居場所作り事業

（２）育成事業

（３）きっかけ作り事業

（４）成果事業

（５）広がり事業

（６）その他、第３条の目的を達成するために必要な事業を随時行なう。

　　平成２２年２月２０日より第４条を以下のとおり改正する。

第４条　第３条の目的を遂行するため、次の事業を行なう。

（１）居場所作り事業

（２）育成事業

（３）つなげる事業

（４）広がり事業

（５）相談事業

（６）その他、第３条の目的を達成するために必要な事業を随時行なう。
